
第４節 産油国への影響

原油価格の下落は、原油の純輸入国では実質所得の上昇等のメリットをもたらす一方、

原油に依存する産油国の経済や財政にデメリットをもたらしている。最新のＩＭＦの経

済見通し（ 年４月）では、主な産油国の 年の成長率見通しが下方改訂されている

（後掲第 表）。以下では、まず産油国がどの程度原油に依存した経済・財政構造に

なっているかを確認し、次に原油価格の下落がこれらの産油国経済に与える影響を考察

する。最後に一部の国において原油依存から脱却しようとする動きがみられることを紹

介する。なお、分析対象としては、原油の主な純輸出国であるＯＰＥＣ加盟国 及びロシ

アを取り上げる。

１．産油国の経済構造

産油国の経済は原油輸出に大きく依存しており、原油価格の変動が経済に与える影響

は大きいと考えられる。産油国の原油輸出の名目ＧＤＰ比は ～ 年で約３割となって

いる。特にサウジアラビアやロシアでは ～ 年と比較して、 ～ 年は大幅に上昇し

ている（第 表）。

第 表 原油輸出の名目ＧＤＰ比：サウジアラビアやロシアは大幅に上昇

産油国の経済構造は先進国とは大きく異なっている。産業別の名目ＧＤＰ構成比をみ

ると、先進国に比べて鉱業の占める割合が高い一方で、サービス業の占める割合が低い。

サウジアラビアとアメリカを比較すると、例えば鉱業は、アメリカでは３％未満に過ぎ

ないが、サウジアラビアは５割近く（ ％）を占めている。また、サービス業の占め

る割合は、先進国では７割前後であるが、中東産油国においては４割未満である（第

ＯＰＥＣ加盟国は か国であるが、データの制約上、主に湾岸諸国（カタール、クウェート、サウジアラビア及び

ＵＡＥ）及びベネズエラ、エクアドルに限って分析している。

（％）

1995～99 2000～04 05～09 10～13
95～99年と
10～13年の

差

サウジアラビア

ベネズエラ

ロシア

ＯＰＥＣ加重平均

（備考）1．世界銀行、ＵＮComtradeより作成。
　　　  2．ここでの原油は石油及び石油製品（ＳＩＴＣ33）とした。
        3．ＯＰＥＣ加重平均はアンゴラ、イラン、イラク、リビアを除く。
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1995～99 2000～04 05～09 10～13
95～99年と
10～13年の

差
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第 表 産業別の名目ＧＤＰ構成比（ 年）

また、産油国の経常収支をみると、原油価格が上昇していた局面においては原油輸出

額の増加によって大幅な経常黒字が計上されており、あわせて外貨準備高も積み上げら

れていた（第 図）。

第 図 産油国の経常収支と外貨準備高：

産油国は原油高により大幅経常黒字となり外貨準備を積み上げてきた

１ 経常収支 （２）外貨準備高

労働市場に目を向けると、中東産油国では外国人労働者に依存している国が多く、労

働力率は、自国民が非自国民を大きく下回っている（第 表（ ））。一方、大卒以上

の学歴を持つ非自国民は２割未満と教育レベルが高くないため、低スキル業種に従事す

（％）

サウジ
アラビア

クウェート ロシア アメリカ ドイツ

農業・林業・漁業
鉱業

製造業
電気・ガス・水道業

建設業
サービス業

合計
(備考）1．サウジアラビア統計局、クウェート統計局、ロシア連邦統計庁、アメリカ商務省、ドイツ

　　　　　連邦統計庁より作成。

       2．ドイツは鉱業や電気・ガス・水道業の数字が発表されていないため「－」としている。

産油国 先進国

（年）

（ドル バレル）（ 億ドル）

原油価格

（ＷＴＩ先物、右目盛）

サウジ

アラビア

ＵＡＥ

ロシア

その他

イラン

イラク

（備考）ＩＭＦ、ブルームバーグより作成。 （備考）世界銀行より作成。

（兆ドル） （ドル バレル）

（年）

産油国の外貨準備高

ＷＴＩ先物

（右目盛）
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ることが多くなっている （第 表（ ））。

第 表 中東産油国の労働市場

（１）中東産油国の労働力率

（２）中東産油国の労働力人口に占める大卒以上の学歴を持つ者の割合

２．産油国の財政構造

産油国の財政構造を概観すると、歳入の大半を原油・天然ガスからの収入に依存して

いる。また、中東産油国では個人所得税や消費税・付加価値税を徴収していない国が多

い（第 表）。

第 表 主要産油国の税制と歳入構造

例えば、サウジアラビアでは 年現在、建設業の９割強（ ％）、卸・小売等の８割強（ ％）を非自国民が

占めている。

（％）

自国民 非自国民

カタール

クウェート

サウジアラビア

ＵＡＥ

　　　 

　　　 

（備考） 各国統計局より作成。

カタールは 年、サウジアラビアは 年、ＵＡＥは 年、クウェートは 年の人口センサスより。

（％）

自国民 非自国民

カタール

クウェート

サウジアラビア

（備考） カタール開発計画・統計省、クウェート労働情報システム、サウジアラビア中央統計局より作成。

カタールは 年、クウェートは 年、サウジアラビアは 年。

クウェートは中等後教育（Post-Secondary Education）修了者。

（％）

法人税 個人所得税
消費税・

付加価値税

歳入に占める原油・天然

ガス収入の割合（13年）

カタール ○ × ×

クウェート ○ × ×

サウジアラビア ○ × ×

ベネズエラ ○ ○ ○

ＵＡＥ △ × ×

ロシア ○ ○ ○

（備考） ＪＥＴＲＯ、各国財務省、各国統計局より作成。ロシアとベネズエラの歳入に占める割合

については、Arezki and Blanchard （ ）より作成。

．各国の税制について有りは○、無しは×としている。

．ＵＡＥは法人税の規定があるが、実際の税の徴収は行われていないため△とした。
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一方、中東産油国の歳出は増加傾向が続いている（第 図）。例えば、サウジアラ

ビアでは、テロ対策や若年層の失業対策 等のため、国防・治安や人的資源開発への支出

が増加しており、この二つが歳出の半分以上を占めている（第 図）。また、保健・

社会開発、一般行政の支出も増加してきている。 年度予算では、保健・社会サービス

分野に前年比 ％増の 億サウジ・リヤル（約 億ドル、ＧＤＰ比 ％）が割り

当てられており、３つの病院新設や社会福祉・労働サービスを提供する５つのセンター

建設等を含むプロジェクトが盛り込まれている。

第 図 産油国の財政支出：増加傾向

第 図 サウジアラビアの歳出（項目別）の推移：増加傾向

例えば、 年 月から、若年失業者（ ～ 歳）の新たな支援策が導入され、職業訓練に参加するとともに、職を

探している失業者に対し、毎月 サウジ・リヤルが支払われることになった（最長１年）。 年には、 億サウ

ジ・リヤルが支出された（ 年の歳出総額の ％）。

（億サウジ・リヤル）

（備考）サウジアラビア通貨庁より作成。

（年）

その他

人的資

源開発

保健・

社会開発

歳出総額

国防

・治安

一般

行政

（ 年＝ ）

（年）

サウジ

アラビア

クウェート

ＵＡＥ

（備考） ．ＩＭＦより作成。

．各国の一般政府支出を 年を として指数化したもの。 年のクウェート、ＵＡＥは推計値。
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さらに、産油国では石油のみならずガスや電気にも補助金を出している国が多く、特

に中東諸国では一人当たりの燃料補助金額が ドルを超えている国も存在する。燃料

補助金総額のＧＤＰ比をみると、国によって２％台から ％超となっており、財政の大

きな負担となっている（第 図）。

なお、前節でみたアジア諸国と同様に、中東諸国の中にも燃料補助金削減の動きがみ

られる。例えば、ＵＡＥのドバイやカタールでは燃料や電気料金の引上げが始まってい

る。また、クウェートではディーゼル油や軽油の価格引上げとともに、毎月価格を見直

す仕組みの法制化が計画されている 。低水準の原油価格が続けば、こうした燃料補助金

削減の動きが進むと見込まれ、予算の効率的な配分に資すると考えられる。

第 図 産油国の燃料補助金（ 年）：主に中東では多額の補助金

３．原油価格下落の影響

産油国の経済成長は原油価格の動向に大きく影響を受ける。主なＯＰＥＣ加盟国の平

均成長率をみると、原油価格が低位で安定していた ～ 年には、おおむね２～４％程

度にとどまっていたのに対し、原油価格上昇局面であった ～ 年をみると、ばらつ

きはあるものの４～ ％に上昇していた（第 表）。

ＩＭＦ（ ） 

ベ
ネ
ズ
エ
ラ

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

Ｕ
Ａ
Ｅ

ク
ウ
ェ
ー
ト

カ
タ
ー
ル

ロ
シ
ア

（％）

（備考） ．ＩＥＡより作成。

．燃料補助金額は、石油、石炭、ガス、電気に対する補助金の総和。

左より燃料補助金のＧＤＰ比が大きい順。

一人当たり

燃料補助金額

燃料補助金の

ＧＤＰ比（右目盛）

（ドル）
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第 表 主なＯＰＥＣ加盟国の平均実質経済成長率

（１）原油価格急落と経済見通し

国際機関の経済見通しをみると、原油価格急落が十分に織り込まれていななかった

年 月の見通しと比較して、原油価格が急落した後の 年４月の見通しでは産油国の多

くで経済見通しが大幅に下方改訂されている（第 図）。

産油国の経済の減速が実体経済面で世界経済に与える影響は限定的であると考えられ

る。原油の純輸出国が世界のＧＤＰに占める割合は約２割であり、ＯＰＥＣ及びロシア

に限定すれば更に小さくなる 。

第 表 産油国の実質経済成長率の見通し

金融面への影響は次節で詳述する。

15年 16年 15年 16年 15年 16年

アルジェリア ▲ 1.4

アンゴラ ▲ 1.4 ▲ 2.2

エクアドル ▲ 2.1 ▲ 0.4

イラン ▲ 1.6 ▲ 0.9

イラク ▲ 0.1

クウェート ▲ 0.1

リビア ▲ 10.4 ▲ 0.6

ナイジェリア ▲ 2.5 ▲ 2.2

カタール ▲ 0.6 ▲ 1.4

サウジアラビア ▲ 1.5 ▲ 1.7

ＵＡＥ ▲ 1.3 ▲ 1.3

ベネズエラ ▲ 7.0 ▲ 4.0 ▲ 1.0 ▲ 6.0 ▲ 4.0

ロシア ▲ 3.8 ▲ 1.1 ▲ 4.3 ▲ 2.6

先進国 ▲ 0.0

新興国 ▲ 0.7 ▲ 0.5

15年４月 14年10月
14年10月

からの変化

（備考）ＩＭＦより作成。

（前年比、％） （％）

86～99年

（原油価格：低位安定局面）

2000～12年

（原油価格：上昇局面）

エクアドル

イラン

クウェート

サウジアラビア

ＵＡＥ

カタール

第 表 主なＯＰＥＣ加盟国の平均成長率

（％）

（備考）ＩＭＦより作成。
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上記でみたとおり、中東産油国は歳入の大部分を原油等に依存しているため、原油価

格下落は、財政収支を悪化させる。また、輸出の多くを原油に依存しているため、経常

収支も悪化させる。ＩＭＦの試算によると、 年の財政収支及び経常収支が均衡する原

油価格は多くの国で現行の原油価格を上回っており、財政赤字ないし経常赤字を余儀な

くされる見込みである（第 図）。

第 図 経常収支 財政収支が均衡する原油価格：

多くの国で 年は財政赤字ないし経常赤字の見込み

原油価格下落に対する耐性は、国によってばらつきがみられる。産油国の外貨準備高

をみると、サウジアラビアを始めとした中東諸国は一般的に適正水準と言われる平均輸

入額の３か月分を上回っている。原油価格下落を受けて、特にロシアとエクアドルでは

外貨準備／輸入月数が 年６月から 年１月にかけて低下した（第 表）。

以下では、原油価格の下落に伴って 年 月に通貨ルーブルが急落し経済への影響が

懸念されたロシアと、景気悪化が深刻になっているベネズエラについて、原油価格下落

の影響を概観する。

リビア

イラク

イラン

クウェート

（財政収支が均衡する価格、ドル バレル）

（経常収支が均衡する価格、ドル バレル）

５

ＷＴＩ原油価格

㌦

カタール

ＵＡＥ

サウジアラビア

アルジェリア

（備考）ＩＭＦより作成。

リビア

イラク

イラン

クウェート

（財政収支が均衡する価格、ドル バレル）

（経常収支が均衡する価格、ドル バレル）

５

ＷＴＩ原油価格

㌦

カタール

ＵＡＥ

サウジアラビア

アルジェリア

（備考）ＩＭＦより作成。
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上記でみたとおり、中東産油国は歳入の大部分を原油等に依存しているため、原油価

格下落は、財政収支を悪化させる。また、輸出の多くを原油に依存しているため、経常

収支も悪化させる。ＩＭＦの試算によると、 年の財政収支及び経常収支が均衡する原

油価格は多くの国で現行の原油価格を上回っており、財政赤字ないし経常赤字を余儀な

くされる見込みである（第 図）。

第 図 経常収支 財政収支が均衡する原油価格：

多くの国で 年は財政赤字ないし経常赤字の見込み

原油価格下落に対する耐性は、国によってばらつきがみられる。産油国の外貨準備高

をみると、サウジアラビアを始めとした中東諸国は一般的に適正水準と言われる平均輸

入額の３か月分を上回っている。原油価格下落を受けて、特にロシアとエクアドルでは

外貨準備／輸入月数が 年６月から 年１月にかけて低下した（第 表）。

以下では、原油価格の下落に伴って 年 月に通貨ルーブルが急落し経済への影響が

懸念されたロシアと、景気悪化が深刻になっているベネズエラについて、原油価格下落

の影響を概観する。

リビア

イラク

イラン

クウェート

（財政収支が均衡する価格、ドル バレル）

（経常収支が均衡する価格、ドル バレル）

５

ＷＴＩ原油価格

㌦

カタール

ＵＡＥ

サウジアラビア

アルジェリア

（備考）ＩＭＦより作成。

リビア

イラク

イラン

クウェート

（財政収支が均衡する価格、ドル バレル）

（経常収支が均衡する価格、ドル バレル）

５

ＷＴＩ原油価格

㌦

カタール

ＵＡＥ

サウジアラビア

アルジェリア

（備考）ＩＭＦより作成。

第 表 原油価格下落の耐性

（２）ロシアへの影響

ロシアでは、 年から景気が減速しており、ウクライナ問題に端を発する欧米の経済

制裁（ 年３月～）の影響を受けて景気が一段と減速した。加えて、 年後半の原油価

格下落の影響で 月後半以降ルーブルが急落したこともあって、経済状況が悪化してい

る。通貨下落によってインフレが加速したため、ロシア中央銀行は 月に大幅の利上げ

（ → ％）に踏み切った 。その後、ルーブルは 年３月時点では１ドル＝ ルーブ

ル程度で安定している。

経済制裁や原油安の影響もあって、消費者や企業のマインドは顕著に低下しており、

制裁対象の企業の業績も減益発表が続いている（第 図）。 年に入ってからは民間

部門の資金流出が加速した（第 図）。また、ロシア政府は歳入の約半分を原油に依

存しており、ＩＭＦによると、財政収支は原油安やこれに伴う景気悪化によって、 年

のＧＤＰ比▲ ％から 年は同▲ ％にまで悪化する見込みである。

こうした状況から 年の経済見通しは前年を大幅に下回る見込みとなっている。ロシ

ア中銀（３月）は 年の実質経済成長率を前年比▲ ～▲ ％、ＩＭＦ（４月）は同

▲ ％と見込んでいる。

その後、 年１月、３月、４月に３回連続で利下げされており、４月末時点の主要政策金利は ％。

対外債務
（ＧＤＰ比、％）

対外純
債権国

［安定的］
クウェート
［安定的］

○

カタール
［安定的］

サウジアラビア
［安定的］

○

ロシア
［ネガティブ］

○

アンゴラ
［安定的］

○

ナイジェリア
［安定的］

○

エクアドル
［安定的］

×

ベネズエラ
［安定的］

○

　　

格付け
（ムーディーズ）

投
資
適
格

投
機
的

外貨準備/輸入月数
（14年６月→15年１月）

3.2 → 3.3

9.2 → 8.7

8.6 → 8.4

38.6 → 38.3

13.4 → 10.5

7.6 → 6.8

5.5 → 5.0

2.3 → 1.4

3.6 → 3.7

（備考） ．ＩＭＦ、世界銀行、各国中銀、ブルームバーグより作成。

．［ ］は格付けの中期的な方向性を示す見通し。

．外貨準備は金も含む。アンゴラの外貨準備高について 年１月のデータが未公表につき 年

月時点のデータで代用。輸入についてはアンゴラ、エクアドルが 年、その他は 年の値。

．対外債務は、 、クウェート、カタール、サウジアラビアは 年予測値、ロシアは 年末値、

それ以外は 年の値。

．ベネズエラの外貨準備高は約７割が金で、流動性の高い資産のみの外貨準備 輸入月数は

カ月（ 年１月現在）。

．対外純債権国は○、対外純債務国は×で表記。
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（前年差、 ）

（備考） ．ロシア連邦統計庁より作成。

．未季節調整値の前年差。

消費者

企業（製造業）

（月）

（年）

第 図 ロシアの消費者・企業 第 図 ロシアの民間部門の資金流出：

マインド： 悪化傾向 年以降資金流出が加速

（３）ベネズエラへの影響

ロシアに比べて、ベネズエラはさらに深刻な状況である。同じ産油国ではあるものの、

ベネズエラは原油の生産コストが高いという重大な弱点を抱えている。ベネズエラの原

油の主な生産拠点は、マラカイボ（中・軽質油）の老朽化に伴って、 年代末に東部（主

にオリノコデルタ）に移転した。東部の超重質油は生産コストが高く 、原油価格が高水

準でないと採算に合わない状況となっている。

加えて、チャベス前政権下では国営ベネズエラ石油（ＰＤＶＳＡ）への投資が十分に

なされず、また、 ～ 年のゼネストで大規模な解雇が発生するなど混乱が生じた 。Ｐ

ＤＶＳＡの経営は政府の介入等により悪化し、原油生産はチャベス大統領就任当初（

年）と最終年（ 年）で ％減少した 第 図 。

チャベス前政権が推進した海外企業の国有化や、低所得層への補助金等の拡充といっ

た政策は、ビジネス環境の悪化と財政赤字の拡大をもたらした。財政赤字の拡大に対し

て、中央銀行がこれをファイナンスしているため、インフレがこう進している（ 年末

で ％）（第 図）。

こうした状況に加えて、ベネズエラは輸出の約 ％（ 年）を原油に依存しており、

ＩＥＡ（ ）によると、超重質油の生産コストは約 ～ ドル バレル。中東の生産コストは ～ ドル バレ

ル。

年にはＰＤＶＳＡを含む反チャベス派によるゼネストが発生したが、チャベス大統領はゼネストに参加した役職

員約２万人（全体の約半数）を更迭・解雇しＰＤＶＳＡを掌握、以降ＰＤＶＳＡの運営に政府が介入するようになっ

た。

（ 億ドル）

（期）

（年）

（備考）ロシア中銀より作成。

事業会社 銀行

合計
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（前年差、 ）

（備考） ．ロシア連邦統計庁より作成。

．未季節調整値の前年差。

消費者

企業（製造業）

（月）

（年）

第 図 ロシアの消費者・企業 第 図 ロシアの民間部門の資金流出：

マインド： 悪化傾向 年以降資金流出が加速

（３）ベネズエラへの影響

ロシアに比べて、ベネズエラはさらに深刻な状況である。同じ産油国ではあるものの、

ベネズエラは原油の生産コストが高いという重大な弱点を抱えている。ベネズエラの原

油の主な生産拠点は、マラカイボ（中・軽質油）の老朽化に伴って、 年代末に東部（主

にオリノコデルタ）に移転した。東部の超重質油は生産コストが高く 、原油価格が高水

準でないと採算に合わない状況となっている。

加えて、チャベス前政権下では国営ベネズエラ石油（ＰＤＶＳＡ）への投資が十分に

なされず、また、 ～ 年のゼネストで大規模な解雇が発生するなど混乱が生じた 。Ｐ

ＤＶＳＡの経営は政府の介入等により悪化し、原油生産はチャベス大統領就任当初（

年）と最終年（ 年）で ％減少した 第 図 。

チャベス前政権が推進した海外企業の国有化や、低所得層への補助金等の拡充といっ

た政策は、ビジネス環境の悪化と財政赤字の拡大をもたらした。財政赤字の拡大に対し

て、中央銀行がこれをファイナンスしているため、インフレがこう進している（ 年末

で ％）（第 図）。

こうした状況に加えて、ベネズエラは輸出の約 ％（ 年）を原油に依存しており、

ＩＥＡ（ ）によると、超重質油の生産コストは約 ～ ドル バレル。中東の生産コストは ～ ドル バレ

ル。

年にはＰＤＶＳＡを含む反チャベス派によるゼネストが発生したが、チャベス大統領はゼネストに参加した役職

員約２万人（全体の約半数）を更迭・解雇しＰＤＶＳＡを掌握、以降ＰＤＶＳＡの運営に政府が介入するようになっ

た。

（ 億ドル）

（期）

（年）

（備考）ロシア中銀より作成。

事業会社 銀行

合計

原油価格下落によって経済の悪化に拍車がかかっている。 年の実質経済成長率は▲

％となり、 年も更に悪化する見通しである（ＩＭＦ（ ）による 年の実質経

済成長率の見通しは▲７％）。また、 年２月にはＳ＆Ｐが長期国債の格付けを「ＣＣＣ

」に引き下げ、見通しを「ネガティブ」とした。

第 図 原油価格とベネズエラの 第 図 ベネズエラの消費者物価：

原油生産：原油価格高騰時にも生産は低迷 インフレがこう進

４．原油依存からの脱却の動き

以上みてきたように、産油国では、経済や財政が原油に依存しているため、原油価格

の変動が経済に大きな影響をもたらしている。一般に資源依存度が高い国では輸出が市

況に左右され不安定な傾向があるため、持続的かつ安定的な経済発展を実現するために

は産業の多角化が求められている（第 図）。

「ＣＣＣ」の格付けとは、当該債務が不履行になる蓋然性は現時点で高く、債務の履行は、良好な事業環境、金融

情勢及び経済状況に依存している状況（スタンダード＆プアーズ社）。

月

（前年比、％）
ＩＭＦ見通し

（備考）ＩＭＦ、ベネズエラ中銀より作成。

（月）

（年）

（千バレル 日） （ドル バレル）

原油生産量

チャベス政権

（ 年～ 年）

（備考）ＢＰ、ブルームバーグより作成。

原油価格

（ＷＴＩ先物、

右目盛）

（年）
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第 図 資源依存と輸出のボラティリティ：

資源依存度の高い国では輸出が不安定な傾向

産業の多角化は産油国の長年の課題となっており、多角化を進める中長期の国家計画

が策定されてきた。しかし、 年代の原油高の時期において、多くの国ではむしろ原

油依存度が上昇した（第 図）。

一方、ＵＡＥ（アラブ首長国連邦）のドバイやカタールでは原油依存度が低下してい

る。

第 図 原油依存からの脱却（ 年以降）：

ＵＡＥのドバイやカタールでは原油依存度が低下

リビア

ブルネイ

ベネズエラ

バーレーン

トリニダー

ド・トバゴ

アルジェリア

ナイジェリア

ガボン

インドネシア

チュニジア

アンゴラ

（ ）（ ）

R² = 0.5321

（輸出のボラティリティ（ ～ 年））

（輸出の資源依存度（ 年）、％）

輸出不安定

資源依存度高い

（備考） ．世界銀行より作成。

．輸出の資源依存度は財輸出に占める鉱物性燃料（ ）の割合。

ボラティリティは標準偏差。また、図中の数式の括弧内は 値。

クウェート

イラン

（ＧＤＰに占める石油関連産業の割合、％）

（財輸出に占める鉱物性燃料の割合、％）

カタール

（ → 年）

ＵＡＥ（全体）
（ → 年）

エクアドル
（ → 年）

ロシア
（ → 年）

イラン
（ → 年）

ベネズエラ

（ → 年）
ナイジェリア
（ → 年）

イラク
（ → 年）

クウェート
（ → 年）

サウジアラビア
（ → 年）

（備考） ．世界銀行、ドバイ経済開発省、ドバイ統計局、ブルームバーグ、齋藤（ ）

より作成。

．鉱物性燃料は とした。
．石油関連産業は産業別付加価値の鉱業・採掘業のうち石油に関連するもの。

ただし、イラク、ロシア、ドバイは内訳が不明なため鉱業・採掘業とした。

また、ベネズエラ、ドバイのＧＤＰは実質値。

ＵＡＥ（ドバイ）
（ → 年）

原油依存低下
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第 図 資源依存と輸出のボラティリティ：

資源依存度の高い国では輸出が不安定な傾向

産業の多角化は産油国の長年の課題となっており、多角化を進める中長期の国家計画

が策定されてきた。しかし、 年代の原油高の時期において、多くの国ではむしろ原

油依存度が上昇した（第 図）。

一方、ＵＡＥ（アラブ首長国連邦）のドバイやカタールでは原油依存度が低下してい

る。

第 図 原油依存からの脱却（ 年以降）：

ＵＡＥのドバイやカタールでは原油依存度が低下

リビア

ブルネイ

ベネズエラ

バーレーン

トリニダー

ド・トバゴ

アルジェリア

ナイジェリア

ガボン

インドネシア

チュニジア

アンゴラ

（ ）（ ）

R² = 0.5321

（輸出のボラティリティ（ ～ 年））

（輸出の資源依存度（ 年）、％）

輸出不安定

資源依存度高い

（備考） ．世界銀行より作成。

．輸出の資源依存度は財輸出に占める鉱物性燃料（ ）の割合。

ボラティリティは標準偏差。また、図中の数式の括弧内は 値。

クウェート

イラン

（ＧＤＰに占める石油関連産業の割合、％）

（財輸出に占める鉱物性燃料の割合、％）

カタール

（ → 年）

ＵＡＥ（全体）
（ → 年）

エクアドル
（ → 年）

ロシア
（ → 年）

イラン
（ → 年）

ベネズエラ

（ → 年）
ナイジェリア
（ → 年）

イラク
（ → 年）

クウェート
（ → 年）

サウジアラビア
（ → 年）

（備考） ．世界銀行、ドバイ経済開発省、ドバイ統計局、ブルームバーグ、齋藤（ ）

より作成。

．鉱物性燃料は とした。
．石油関連産業は産業別付加価値の鉱業・採掘業のうち石油に関連するもの。

ただし、イラク、ロシア、ドバイは内訳が不明なため鉱業・採掘業とした。

また、ベネズエラ、ドバイのＧＤＰは実質値。

ＵＡＥ（ドバイ）
（ → 年）

原油依存低下

ドバイはＵＡＥの７つの首長国の一つであるが、資源が豊富なアブダビ首長国と異な

り、元々石油埋蔵量が少なく（鉱業・採掘業のＧＤＰに占める割合は約３％（ 年））、

鉱業以外の産業の育成を進めざるを得ない環境にあった。

ドバイでは、サービス業（金融、卸・小売、輸送、不動産等）や製造業が成長の柱と

なっている。外国企業を優遇するフリーゾーン（経済特区）の整備により直接投資が増

加するとともに、中東の金融センターとしての地位を確立した。世界最大の人工港とハ

ブ空港を有し、観光立国でもある。

ＵＡＥ全体でも、現行の開発計画 において、更なる経済の多角化を進め世界で最もビ

ジネスがしやすい国を目指している。例えば、ＷＥＦ（世界経済フォーラム）の国際競

争力ランキングでは、インフラの競争力が ～ 年の世界第 位から ～ 年には第３

位に躍進した。

カタールは、サウジアラビアやＵＡＥに比べると原油埋蔵量は乏しいものの、天然ガ

スは豊富（世界４位）であり鉱物性燃料に依存した経済となっている。ドバイの成功に

触発されて産業の多角化を進めている。外国企業誘致のために税制優遇、規制緩和等が

進められており、電気通信などの国営企業も民営化された。また、ドバイに倣いフリー

ゾーンも設立されており、外資企業の誘致や地場企業の育成を目的としたカタール科学

技術センターや、地域の金融センターを目指したカタール金融センターが設立されてい

る。

産油国でビジネスを進める上での障害としては、制限的な労働規制や労働者の教育が

不十分なこと、金融へのアクセスが不十分であることなどが挙げられている。産業の多

角化を進める上ではこれらの視点にも配慮した政策を行うことが重要となる（第

表）。

第 表 産油国でビジネスを行う上で問題となっている要素（上位３位）

産油国の産業の多角化は成長の振幅を低下させ、地域・世界経済の安定化にも寄与す

ると考えられる。原油輸出を原資とした公的部門主導の成長から民間部門主導の成長へ

と移行するため、更なる投資・ビジネス環境の改善や人材育成が望まれる。

UAE（2010） 

クウェート 非効率な官僚組織 制限的な労働規制 腐敗
カタール 労働者の教育が不十分 制限的な労働規制 金融へのアクセス

サウジアラビア 制限的な労働規制 労働者の教育が不十分 非効率な官僚組織
ＵＡＥ 制限的な労働規制 インフレーション 労働者の教育が不十分
ロシア 腐敗 税率 金融へのアクセス

（備考）World Economic Forum (2014) より作成。
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コラム ソブリン・ウェルス・ファンド（ＳＷＦ）

産油国をはじめとした資源国は、天然資源から得た収入や財政黒字をもとに政府系フ

ァンドを設立している（表）。ＳＷＦＩ（ ）によると、

政府系ファンドの規模は 年３月の約 兆ドルから 年４月には約 兆ドルと、７年

間で約２倍になった注。 年 月時点でＳＷＦに占める石油・ガス関連の割合は ％と

なっており、地域別でみると中東が ％を占めている。

政府系ファンドは、金融資産のほか、ホテル等の商業用不動産やインフラ等への投資

も行っており、産油国の経済の多角化に間接的に寄与していると考えられる。

政府系ファンドは情報開示が十分に行われておらず、不透明な部分が多い。その動向

を正確に把握することは困難であるが、原油価格の下落によってこれらの資産を取り崩

したり、資産構成を変更したりする場合には、国際金融市場の変動につながる可能性が

あることに留意する必要がある。

表：ＳＷＦの資産規模

（注） 年の世界の金融資産総額は約 兆ドル程度と試算されている（ドイツ銀行）。

国 基金名 億ドル
ＳＷＦ全体に

占めるシェア

（％）

透明度指数

ＵＡＥ

・アブダビ投資庁
・アブダビ投資評議会
・ムバデラ開発公社
・ドバイ投資公社
・国際石油投資会社
・エミレーツ投資庁

サウジアラビア
・サウジアラビア通貨
　庁外貨準備
・公共投資基金

クウェート ・クウェート投資庁

カタール ・カタール投資庁

ロシア
・準備基金
・国民福祉基金
・ロシア直接投資基金

アルジェリア ・歳入調整基金

その他 ― ―

　ＳＷＦ合計 ― ―

（備考） ．ＳＷＦＩより作成 年４月現在 。

．年金基金等を除く。

．透明度指数は最少 ～最大 で、数値が大きいほど透明度が高いことを示す。

表内の同指数は国別各ファンドの単純平均値。

．先進国（ＯＥＣＤ加盟国）の透明度指数の平均値は 。
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